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開催の挨拶
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内閣府公益認定等委員会事務局長

内閣府公益法人行政担当室長＿＿

高角 健志



参加者の御紹介
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有識者（アドバイザリー）
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日本ファンドレイジング協会

事務局長 小川愛 様

日本民間公益活動連携機構(JANPIA)

シニア・プロジェクト・コーディネーター 鈴木均 様



公益信託制度の施行準備研究会 参与
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三菱UFJ信託銀行株式会社 経営企画部主幹

吉谷晋 様

ほかリモートからも数名御参加いただきます



マスコットキャラクター
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公益信託イメージキャラクター
「こうえきしんたくん」

こうえきしんたくん情報
・分類：ネコ科ヒョウ属トラ
・出身：虎（トラ）ノ門
・リュックの中身：「公益」
・活動：自転車に乗って不特定多数の者に

「公益」(リュックの中身)を配ります。
・頭の黄色：ヘルメット（道交法遵守）

キャラクターの由来
公益信託：Charitable Trust

（チャリタブルトラスト）

ぜひ皆様も資料等でご利用ください



プログラムの実施概要
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No 日付 プログラム内容 発表者

1
9/3(水)
14時～16時半

・団体活動紹介、公益信託への期待（団）
・公益信託の制度／ガイドライン説明（内）

各団体
内閣府

2
9/19(金)
13時～15時半

・事業案検討内容の発表（団）
・発表に対する討議、有識者コメント（内）

各団体
内閣府、有識者

3
10/6(月)
15時半～18時

・信託契約書(要綱)、事業計画書検討結果（団）
・ワークショップを通じた制度への提言（団）

各団体
内閣府、有識者

※3回目終了後、1時間ほどの軽い懇親会を計画しております。御予定合う場合には御参加いただけますと幸いです。

プログラム案

実施の目的

ガイドライン等の作成にあたっての具体的な事業モデルやニーズの把握、制度利用促
進に向けた横展開可能なモデル事例の創発を主な目的とする



第一回 タイムテーブル
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Time Agenda Speaker

14:00 (10分) はじめに（開催挨拶、参加者紹介） 高角

14:10 (60分)

団体紹介 各7-8分

1. 長野県みらい基金
2. 全国こども食堂支援センター むすびえ
3. キッズドア
4. 全国フードバンク推進協議会
5. 泉北のまちと暮らしを考える財団
6. ちくご川コミュニティ財団

各団体

15:10 (50分)
制度概要の説明 及び
ガイドラインのポイント説明

大野

16:00 (20分) 質疑応答など 全体

16:20 (10分) 第2回、第3回のアジェンダ・宿題の説明 松井



会のグラウンドルール
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プログラムの前提

ここでの議論は、施行後の公益信託制度における認可や

お墨付きを約束するものではありません

グラウンドルール

• 「みんなのため」：積極的に質問・意見を

• 「ともにつくる」：否定だけでなく具体例や提案も



２. 団体紹介（北から／1団体8分）
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• 長野県みらい基金

• 全国こども食堂支援センター むすびえ

• キッズドア

• 全国フードバンク推進協議会

• 泉北のまちと暮らしを考える財団

• ちくご川コミュニティ財団

2分前、終了でベルを鳴らします



長野県みらい基金
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長野県みらい基金の紹介
〜域課題解決のための資金循環・コレクティブな連携構築〜

公益財団法人 長野県みらい基金



長野県みらい基金の紹介

13



長野県みらい基金の紹介
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長野県みらい基金の紹介
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長野県みらい基金：団体のプロジェクトに寄付を一緒に集める
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長野県みらい基金：企業や団体から寄付をいただき助成プログラムを行う
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長野県みらい基金の紹介
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長野県みらい基金の紹介
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長野県みらい基金：テーマを決めて団体と一緒に寄付を集める
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長野県みらい基金：緊急時に独自のプログラムを立ち上げる
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コミュニティ財団とは
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案件形成

地域社会において、まだ見える化されていない課題に対して、評価し（調査、分析）、可視化し、提示する。
そこに資金を見つけ、人材を見つけ、課題解決の入り口を作る。

新たに
生まれた課題

取り残された
課題
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相続によって地域外に流出
する家計資産の比率

47都道府県中26県で

半分を超える



コミュニティ財団とは
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引きこもり・不登校
障がい者
経済的課題 ひとり親

コロナ禍に起因した
NPO事業障壁支援

地域資源による若者の
人事育成

イノベーションが生まれる
地域づくり

フェーズに対応した民間の
防災モデル（平時の繋がり）

ニーズに応えるアウトリーチ
支援

地域課題をビジネスの手法で
解決する

ニーズに応えるアウトリーチ
支援

山梨県との連携事業

県経営者協会、県労福協
とコンソーシアム

県共同募金会
とコンソーシアム

県社協とコンソーシアム

県社協とコンソーシアム

長野県JCのOBが設立した
財団とコンソーシアム
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休眠預金事業紹介
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限界集落 消滅自治体と
言われる
過疎地の創生

長野県内のソーシャル
セクター育成

長野、山梨両県写経
との連携事業

NPOセンターとの連携

子どもの居場所のインパクト
の見える化と
支えるエコシステム構築

むすびえの実行団体

資金を県内に循環させることと
新しい座組、連携、協働、協業を生み出す

エンジンになった

コミュニティ財団が地域の社会事業のハブになる



公益信託に期待するポイント
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 現況
• 寄付収入の20％（現在は事業指定Pは10％）が事業収入。
• 2019年の日本財団「子ども第三の居場所」の県との三者協定、休眠預金の受託などに
よって、経営の基盤が安定。

• 事業経験の蓄積、事業指定Pや冠寄付助成P、休眠預金事業等により、県内の協働、協
業組織が増え、
関係が深まっている。

• 450団体の登録団体が県内の公益事業のパートナーとなり、公益事業の実効性、実現性
が向上している。

• 遺贈寄付の実現と大口寄付
• 県内最大地銀である八十二銀行が評議員でもあり、遺贈寄付協定の締結を端に、多様な
案件の相談が増えている

- 1億円の運用による冠基金の創設（動物愛護）
- 2000~3000万の相続資金の冠寄付（地域の文化継承）
- 進行中案件だが、債権の遺贈寄付の相談から、相続の数億円の寄付による基金設立

• 公益財団化や休眠預金受託により、管理部門の充実が図られ、ガバナンス・コンプライ
アンス体制が充実した。
（県や行政OB,OGの参画）



公益信託に期待するポイント
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 公益信託への期待課題
• 上記青字のような大口寄付等の問い合わせがあり、遺贈寄付では債権の寄付という案件
もある。
そのような案件を公益信託に誘う事ができるのではないか？

• 長野県に根ざした中間支援組織でありコミュニティ財団として、登録団体を始め県内の
ソーシャルセクターの
公益活動の継続の一つとして、それぞれのNPO等地域団体が公益信託の機会をサポート
し、信託資金を
活動資金にできるような、県内の仕組みやネットワークを構築したい。→伴走支援
バックオフィス

• 県内のNPOやソーシャルセクターに公益信託の可能性を紹介する研修会を開催するとと
もに、ホームページに
説明ページを解説する

- NPOの方々にわかりやすい事例等を構成する

• 遺贈寄付、冠基金設立、公益信託など専門領域に熟知したスタッフ育成が課題となる



全国こども食堂支援センター
むすびえ
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キッズドア

34



団体のご紹介他
令和7年9月3日

内閣府公益信託ワークショップ第１回資料

認定NPO法人キッズドア

https://kidsdoor.net/
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団体概要

渡辺由美子理事長

20０７年 任意団体キッズドア立ち上げ

2009年 特定非営利活動法人キッズドア設立

内閣府子どもの貧困対策有識者会議構成員
内閣府子どもの未来応援国民運動発起人
厚生労働省生活困窮者自立支援及び生活保護部会委員
全国子どもの貧困・教育支援団体協議会副幹事
専修大学非常勤講師

2023年 こども家庭庁こども家庭審議会
こどもの貧困対策・ひとり親家庭支援部会 臨時委員

キッズドアは、貧困に苦しむ日本の子どもたちの社会へのドアを開けるべく、
多くの大学生・社会人ボランティアと共に、
子どもの教育支援に特化した活動を展開しています。

●設立年／2007年
●所在地／東京都中央区新川2-16-10 プライムアーバン新川2階
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キッズドアのパーパス・ビジョン・ミッション

ビジョン

すべての子どもが夢や希望を持てる社会の実現

ミッション
• どのような環境にいる子どもたちにも、フェアなチャンスがある社会システム
を作ります

• 社会システムの隙間に落ちている子どもたちに支援を届けます
• より大きなチャレンジをしている子どもたちが、大きく羽ばたくことを応援し
ます

• 企業、行政、団体、学校、地域、保護者など、子どもたちを取り巻く様々なス
テークホルダーを結びつけるプラットフォームになります

• 子どもたちは将来を担う存在であること、子どもたちと家庭・地域を包括して
支援することの重要性を常に社会に訴えかけます

団体概要
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日本の子どもの貧困問題は、非常に深刻な問題となっています

日本の子どもの貧困 11.5% ※1

子どもの9人に1人が貧困
38

日本では9人に1人の子どもが相対的貧困状態にあるとされ、教育や食事の機会に格差が生じ
ています。特にコロナ禍以降はますますその格差は広がっています。企業・行政・NPO等が
それぞれの資本を活用しながら連携し、消費者と共に支援の輪を広げることが求められてい
ます。

ひとり親世帯の貧困率 44.5% ※2

ひとり親世帯の約半数は貧困状態

そのうち9割が母子世帯 ※1

※1 令和3年度全国ひとり親世帯等調査 出典

※2 2022年度国民生活基礎調査 出典

活動の背景：日本の子どもの貧困問題
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ひとり親世帯の貧困はOECD加盟国の中で最もひどい

ひとり親（母子）世帯の就業率

先進国1位

ひとり親世帯の相対的貧困率

先進国1位
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こどもの貧困＝自己責任

日本日本

（出典）日本：厚生労働省「令和3年度全国ひとり親世帯等調査結果」、その他の国：OECD Family Database
（2021年データ、 https://www.oecd.org/els/family/database.htm ）をもとに作成。

（出典）OECD Family Database（2018年データ、https://www.oecd.org/els/family/database.htm）
をもとに作成。

活動の背景：日本のこどもの貧困問題
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貧困などの現状から脱却することは難しい

教育格差は学校教育のみでなく、子どもが成長する様々な場面で生じている。

体験格差

進学の格差

不登校

放課後

デジタル環
境ジェンダー

地域格差

外国ルーツ

部活動

学童の不足
学童の質

非認知能力の獲得機会

基礎学力の不足
社会性の喪失
ひきこもり

お金がかかりすぎる

IT人材の不足
教育のデジタル化からの阻害

大学進学率に大きな差

日本語能力
教科学習の困難

女性の活躍を阻害

受験を諦める

教育格差

活動の背景：日本のこどもの貧困問題
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6つの事業で困窮世帯の子どもたちを支援

団体活動概要
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団体活動概要
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参加動機

今般、「公益信託」という仕組みが大幅に改正されることにより、社会貢
献・支援
の方法に新たな仕組みをご用意いただいたと理解しております。
弊団体は新たな関係団体としてガイドライン等の詳細検討・制度形成に係る
こと
により、新しい公益信託制度が社会における公益活動の隆盛を図れる制度と
なるよう当該ワークショップに参加いたしました。

近年、クラウドファンディング等新しいファンドレイジングの活用が進んで
おり
ますが、まだまだ、NPO法人において継続的な資金調達には課題がございま
す。
新しい「公益信託」がそうした課題の解決に結びつくことを望み、NPOの立
場
より新しい制度が活用されるよう期待しております。

新たなる「公益信託」が民間の公益活動のためのより身近なツールとして活
用
されるように、弊団体は日頃の事業活動を通じて培った課題意識・知見・ノ
ウ
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公益信託への期待

▌ 新たな担い手として期待されるNPO法人にとって、新制度の利活用が容易に
なるようお願いいたします。

▌ 信託財産において金銭限定が解除され、活用の幅が広がることが予想されます。
そうした活用に柔軟に対応した機動性の高い制度になることを期待します。

▌ また、委託者にとっても新公益制度が容易に理解が出来、自身の社会貢献活動
に『公益信託』を活用したくなるような制度になるよう希望します。
併せて、委託者、受託者双方の理解が進むような啓発活動が行われることを

望み
ます。

▌ 最近では、委託者（寄付者）の意向も多様化しており、新しい「公益信託」制
度にてそうした意向に対応することが可能になることを期待します。



全国フードバンク推進協議会
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全国フードバンク推進協議会の活動紹介

一般社団法人
全国フードバンク推進協議会



全国フードバンク推進協議会について

全国各地のフードバンク団体の活動支援や、フードバンク団体の新規立ち上げ支援、政策提
言活動をおこなうことで、フードバンク活動を普及推進し、食品ロス削減・子どもの貧困問題
解決を目指すために2015年11月に設立、2018年2月には一般社団法人格を取得。

47
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企業 中央省庁
（農水省、消費者庁、内閣府、環境省）

一般社団法人
全国フードバンク推進協議会

加盟フードバンク団体 65団体

ひとり親家庭 失業者 子ども食堂

障害者施設 児童養護施設 DVシェルター

社会福祉協議会

学校

行政機関（福祉課、子
育て支援課等）

連携団体

・情報提供
・生活相談

・食品提供
・生活相談等

・食品企業とのマッチング
・フードバンク団体へのノウハウ支援
・新設フードバンク団体の立ち上げ支援
・助成金の分配
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・企業206社からの食品の寄贈
・中央省庁等への政策提言

全国フードバンク推進協議会の役割



 NPO法人フードバンクイコロさっぽろ

 認定NPO法人フードバンク岩手

 NPO法人ふうどばんく東北AGAIN

 一般社団法人フードバンクいしのまき

 一般社団法人フードバンクあきた

北海道・東北地方 関東地方

 NPO法人フードバンク茨城

 フードバンクあしかが

 NPO法人フードバンクネット西埼玉

 NPO法人フードバンクいるま

 フードバンク川越

 フードバンクちば

 NPO法人フードバンクふなばし

 NPO法人フリースタイル市川

 とうかつ草の根フードバンク

 NPO法人フードバンク調布

 NPO法人フードバンクTAMA

 NPO法人フードバンク八王子えがお

 NPO法人フードバンク柏江

 NPO法人フードバンクみたか

 フードバンクむさしの

 NPO法人Wish

 認定NPO法人フードバンク湘南

 フードバンクにいがた

 新潟県フードバンク連絡協議会

 フードバンクしばた

 フードバンクながおか

 NPO法人いしかわフードバンク・ネット

 認定NPO法人フードバンク山梨

 認定NPO法人富士の緑とフードサポート

 NPO法人NPOホットライン信州

 NPO法人POPOLO

 特例認定NPO法人フードバンク愛知

中部地方

 一般社団法人フードバンクびわ湖

 フードバンク滋賀

 フードバンク泉佐野（NPO法人キリンこども応援団）

 フードバンク神戸（NPO法人神戸こども食堂ネットワーク）

 認定NPO法人セカンドハーベスト京都

 認定NPO法人フードバンク京都

 NPO法人フードバンク奈良

 NPO法人フードバンク和歌山

近畿地方

 順成デリシャスフードキッズクラブ

（学校法人 順正学園）

 認定NPO法人ハーモニーネット未来

 NPO法人フードバンク山口

 リビング下関

 NPO法人フードバンクとくしま

 フードバンクうわじま

 フードバンク高知

 一般社団法人 愛媛県 晴活

中国・四国地方 九州地方

 NPO法人フードバンク北九州ライフアゲイン

 社会福祉法人南苑会熊本藤富保育園

（フードバンク熊本）

 NPO法人フードバンク福岡

 NPO法人いるか

 一般社団法人福岡県フードバンク協議会

 一般社団法人ひとり親家庭福祉会ながさき

（つなぐBANK）

 NPO法人フードバンク奄美

 NPO法人フードバンク日向

 フードバンクみやざき

 フードバンクてしおて

 ふくおか筑紫フードバンク

 フードバンクそお

（財部町身体障害者協会）

 NPO法人フードバンクさが

 フードバンクひのくに

 フードバンクありあけ

 フードバンク大隅

 NPO法人フードバンク飯塚
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加盟団体一覧（65団体、2025年1月時点）



7-3.フードバンク団体支援 7-4.寄贈食品のマッチング

7-1.政策提言・調査研究
関係省庁に対する関係法案策定に向けた
政策提言、またそれにかかる調査研究事業

新設フードバンク団体の立ち上げ支援や、
運営ノウハウ共有、研修会の開催

7-2.広報活動
日本国内のフードバンク活動に対する認知
度と信頼性の向上のための周知広報活動

企業様からの寄贈食品等の窓口となり、
フードバンク活動に必要な資源を分配
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全国フードバンク推進協議会の取り組み



2019年5月24日

食品ロス削減推進法が成立、

同日、議員連盟の所属議員を

招いて記者会見を開催

ロビイング期間 2018年5月～2019月5月

議員会館訪問日数 延べ30日

事務室訪問、
国会議員面談回数 278回

国会議員本人との
面談回数 47回

秘書との面談回数 231回
与党訪問回数 148回
野党訪問回数 130回

食品ロス削減推進法の成立
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給食のない夏休みや冬休み期間中に子どものいる困窮世帯への食料支援を全国的に拡大するために、
全国各地の加盟フードバンク団体と協力して「フードバンクこども応援全国プロジェクト」を実施。
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第8回フードバンクこども応援全国プロジェクトでは、過去最多の47のフードバンク団体と連携し、
全国の36,756世帯に食料支援を行いました。

フードバンクこども応援全国プロジェクトの実施

広報活動
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フードバンクこども応援全国プロジェクトの様子



• 新設団体の立ち上げ支援（WEB）

• 加盟団体への組織基盤強化支援
（個別にコンサルティング）

• 研修会の開催

フードバンク団体支援
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◆2020年度～2024年度における食品寄贈の実績

項目 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

延べ寄贈企業数 122社 167社 178社 194社 206社

合計寄贈重量 272.82トン 327.3トン
前年比1.20倍

470.89トン
前年比1.43倍

790トン
前年比1.68倍

414.84トン
前年比0.53倍

延べ提供先フー ドバンク
団体数

1,125団体 1,296団体 1,539団体 1,593団体 1,486団体

食品寄贈1回当たりの
平均寄贈重量

2.26トン 1.96トン 2.64トン 4.12トン 2.01トン

食品寄贈1回あたりの平均
提供先フードバンク団体数

9.22団体 7.76団体 8.64団体 8.21団体 7.21団体
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寄贈食品のマッチング



増加した 84%

変わらない
13%

減少した 3%

支援要請数の変化(n=43)

増加した
13%

変わらない
26%減少した

61%

食料寄付量の変化(n=43)

出典：2024年度調査大阪公立大学大学院都市経営研究科「フードバンク支援の現状」
アンケート調査(中間発表)から弊会作成

物価高騰や新型コロナウイルスの影響により、約8割のフードバンク団体では、困
窮世帯からの食料支援要請が増加している一方で、約6割のフードバンク団体
では食品の寄贈が減少している。
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フードバンクに対する支援要請と食品寄付の現状



• フードバンク活動は社会的意義が高い一方で、無償で寄付された食品を無償
で配布するため活動から収益が生じない。

• そのため不安定な収入構造となり脆弱な組織体制の中で活動している団体の
割合が多い。（特に都市部では倉庫等の賃借料も課題になっている）

• 公益信託制度を活用することで、不動産の信託や安定的かつ長期的な資金循
環の仕組みを構築できる可能性を感じており、その点に期待しています。
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新公益信託制度への期待

0人
54%

1人
26%

2~3人
13%

4~6人
5%

10人以上
2%

スタッフの人数 有給 （週5日勤務）

0～50
5%

50～100
5%

100～300
18%

300～500
20%500～1000

21%

1000～2000
23%

2000万円以上
8%

事業費（万円）

約半分（48％）のFB団体は、事業費は500万円未満約半分（54％）のFB団体は有給スタッフは0人



泉北のまちと暮らしを考える財団
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ちくご川コミュニティ財団
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「人の役に立ちたい」という

想いと活動をつなぐプラットホーム

2025年9月3日 公益信託ワークショップ



  市民ら発起人220人が集まり、福岡県初のコミュニティ財団

として設立。九州最大の河川「筑後川」が流れる、福岡県全

域と佐賀県東部、熊本県荒尾市・小国町・南小国町、大分県

日田市を「筑後川関係地域」と呼び事業対象としています。

 現在、【子ども若者とその家庭支援】【災害支援】分野に焦点

を当てて事業運営しています。











ちくご川コミュニティ財団

５つの事業



団体への助成事業

子ども若者基金



故F・S様

遺贈寄付による基金の創設

わたしたちの はじまり



・基金から子ども若者を支援

　する団体への助成を3回実施

・延べ26団体に総額876万円

　の資金を届ける

・組織基盤強化勉強会の開催

　

　など非資金的支援も実施



遺贈者様へ感謝と報告  地域への啓発

全国レガシーギフト協会正加盟団体として 

遺贈寄付の地産地消を目指す



災害支援基金

団体への助成事業

https://congrant.com/project/chikugogawa/6227


災害に関するCSOの活動を資金的支援

1団体10万円を上限に助成

助成先団体に対し非資金的支援も実施

２回の助成事業で7団体に合計約63万円



財団敷地内の備蓄倉庫で

管理する支援物資

災害ボランティア団体の拠点として財団事務

所と駐車場を開放。道具の洗浄や管理、ボラ

ンティアさんたちの休憩や会議などで活用さ

れる。



財団に届いた支援物資を被災地へ届けて

ラストワンマイルの役割も担う
ボランティアセンターや行政による支援が届

いていない空白地域で被災者住民へのヒアリ

ング調査



子どもの多様な学びの場を保障する基金

（たまきちゃん）

個人への奨学金事業



九州のブロック紙 西日本新聞社と協働で基金設立



地域円卓会議

（2024年11月10日西日本新聞)

https://c-comfund.com/tayonamanabipj/news/news/20241120_c.html


公的支援の実現へ



西日本新聞くらし面寄稿

「みんなのたまきちゃん」

掲載２年目



2024年7月11日 西日本新聞

生田幸平・裕子基金

個人への奨学金事業



資金分配団体

活動支援団体

休眠預金等活用事業





2団体



3団体



6団体



一般社団法人KATARU 一般社団法人隣友の会 一般財団法人ウェルネスサポートLab

認定NPO法人ミタイ・ミタクニャイ
子ども基金

一般社団法人こどもとねっと ちくご地域ユースサポート

不登校支援部会

株式会社オヤモコモ

NPO法人舞台アート工房・劇列車

8団体



５団体

8月下旬

事業開始予定

https://c-comfund.com/info/news/202500808.html


＼ 九州初 ／10月

事業開始予定

https://c-comfund.com/info/kyumin/20250826.html


新しい公益信託への想い



筑後川関係地域で「役に立ちたい」という

個人や法人の想い・お金を

社会課題解決のために支援を必要とする

個人やCSOへ届けたい

→公益法人化後ますますその役割が求められる

→地域の課題解決のために地域のお金を地域で循環させる

 　というコミュニティ財団の強み

→県境をまたいで活動するため横断的な機能が果たせる



３.公益信託 制度説明
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内閣府公益認定等委員会事務局 次長

内閣府公益法人行政担当室 次長

大野 卓



３.公益信託 制度説明
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別紙資料参照

公益信託ワークショップ_制度説明資料（0820時点）.pdf



４. 今後のアナウンス
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プログラムの実施概要
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No 日付 プログラム内容 発表者

1
9/3(水)
14時～16時半

・団体活動紹介、公益信託への期待（団）
・公益信託の制度／ガイドライン説明（内）

各団体
内閣府

2
9/19(金)
13時～15時半

・事業案検討内容の発表（団）
・発表に対する討議、有識者コメント（内）

各団体
内閣府、有識者

3
10/6(月)
15時半～18時

・信託契約書(要綱)、事業計画書検討結果（団）
・ワークショップを通じた制度への提言（団）

各団体
内閣府、有識者

※3回目終了後、1時間ほどの軽い懇親会を計画しております。御予定合う場合には御参加いただけますと幸いです。

プログラム案

実施の目的

ガイドライン等の作成にあたっての具体的な事業モデルやニーズの把握、制度利用促
進に向けた横展開可能なモデル事例の創発を主な目的とする



第二回 「事業案検討」詳細と依頼事項
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第二回の事業案検討として、以下のポイントを含む発表のご準備をお願いします。

各団体15分、PPT5～10枚程度の想定です。必要に応じて個別相談・事前確認をさせていただきます。

PPTの提出締め切りは17日（水）12時です。（WS２日前）

■前提
自団体が受託者となることにとどまらず、支援領域における公益信託事業のモデルケースとして最
も波及可能性が大きい（実現可能性が高い）事業案や実施体制を検討する

■事業案検討の内容

① 寄附者／委託者候補の寄附ニーズの調査（ヒアリング）結果

• 定量的な資産額や資産類型に加えて、寄付の動機や期待する事業内容としてどのような移行があるか 

② 支援地域／領域における資金調達の課題や機会

• 活動する地域や領域において、資金調達にどのような課題を抱えているか、一方で地域のつながりや法
人との連携など公益信託につながるどのような機会があるか

③ 想定される事業案と体制

• 1番、2番を踏まえて想定される事業内容、およびそれを実施する受託者及び信託管理人の実施体制。公
益事務内容の複雑さに応じて、それを実施できる体制の選択肢を検討する。

④ 展開可能性や難易度を踏まえた事業案の評価

• 3番で想定される事業案や体制のオプションに関して、制度横展開の余地（ニーズの高さ）や実施難易度
の観点からモデルケースとして参照されるに適した事業案の評価

⑤ 検討を通じての不明点や意見

• 検討の中での不明点や活用促進の観点での意見



第三回 「モデル契約検討」の依頼事項
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第三回最終報告会では①モデル契約内容と②制度への提言の二点を発表いただきます。
①モデル契約内容は、A)事業計画書とB)信託契約書（要綱）の二点の作成をお願いします。参考様
式は9月5日までに展開させていただきます。②制度への提言は、ガイドラインとしてのルールにと
どまらず広報など制度活用促進に向けたご意見をいただければと思います。
資料の提出締め切りは10月2日（木）12時です。（WS2営業日前）

信託契約書（要綱）事業計画書・収支計算書

事業計画書をもとに、契約書内容の「要綱」として、
契約おいて定めるべき項目を記載する。不足する項目
は適宜追加する。

PPTで作成した事業案や体制想定をもとに、事業計画書に具体的な公益事務の、
目的、内容や頻度等を落とし込む

事業計画書
イメージ

収支計算書
イメージ

（分量：Word 3枚程度）（年間収支計画 1枚）（分量：Word 3枚程度）

作成不要とする
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ワークショップ第一回

お疲れ様でした！




